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東京都と神奈川県が大幅増、大阪府と兵庫県は大幅に減らす
2015年度基金（医療分） 1回目（総額の約2/3）の配分を都道府県に内示。8月に交付額を決定

厚生労働省は7月17日に、2015年度
地域医療介護総合確保基金の医療に充
当する分について、1回目の配分額を
各都道府県に内示した。
今回の基金規模は47都道府県の合計

で610.8億円と基金（医療分）総額903.7
億円の約2/3にあたる。その2/3が国か
ら各都道府県に拠出され、その額（内示
額）は合計407.2億円となった。2回目は
12月、早ければ10月以降の内示となる。
基金（医療分）の内示を2回に分けた

のは、都道府県による地域医療構想の
策定が開始されたため。したがって、
1回目の分は、主に「病床の機能分化・
連携」を目的とする事業に重点配分す
る目的で、先行して内示された。
今回の内示額を踏まえて各都道府県

は基金の事業計画をまとめて構想策定
に活かすとともに、計画を8月7日まで
に厚労省に申請。厚労省は8月後半に

交付額を決める。
2回目の内示には各都道府県が策定

する構想をフォローする目的もある。
したがって、担当部局（医政局地域医
療計画課）は、「在宅医療の充実や医療
従事者確保だけでなく、病床の機能分
化・連携に資する事業への配分も考慮
される」としている。
いわば、基金（医療分）の大半が「病
床の機能分化・連携」に投入されるわけ
で、その割合は「総額の6～7割を占め
る」との観測もある。
今回内示された基金規模が最も大き

いのは東京都の59.5億円。以下、神奈
川県32.8億円、大阪府27.4億円、北海
道24.4億円、千葉県22.8億円、埼玉県
22.5億円の順。
14年度は東京都、大阪府、兵庫県、

神奈川県、北海道の順だったが、15年
度は千葉県と埼玉県が上位5県に食い

込んだ。
1回目の枠が2/3ということ

から15年度医療分の基金概算
額を求め、14年度と比較する
と、東京都（77.3→89.3億円）と
神奈川県（38.5→49.2億円）は大
幅に増加、千葉県（34.6→34.2
億円）はほぼ前年度並みとなっ
た。これに対して、北海道
（37.3→36.6億円）と埼玉県は微
減（36.5→33.8億円）、大阪府
（49.5→41.1億円）は大きく落ち
込んだ。
一方、前年度全国3番手の規

模の基金を設置した兵庫県
（39.4→28.7億円）は、今年度は、
福岡県（31.3→33億円）、静岡
県（31.7→32.7億円）、徳島県
（17.8→31.7億円）に次ぐ9番目
へと順位を下げるとみられる。

看護師特定行為研修指導者講習会を本部（東京）で開催
2015年度8回開催の皮切り。大学、医学部付属病院、公的病院も参加

全日本病院協会は7月20日に「2015年度看護師特定行為研修指導者講習会」の1回
目（東京会場）を本部会議室で開催、定員いっぱいの50人（39機関・施設）が受講した。
特別講師として厚生労働省医政局の岩澤和子看護課長が登壇、「特定行為に係る看護師の
研修制度」の概要と留意点について講演した。
この10月1日に施行される特定行為研修制度の指定研修機関は、共通各科目と区分別

科目ごとに研修指導者を適切数配置しなければならないが、医政局長通知で、指導者は
指導者講習会を受けていることが望ましいとされた。
したがって、研修機関として指定を希望する教育機関・病院等は研修指導者の確保が

急務となっており、指導者講習会の開講が待たれていた。
そうした中、厚労省は「2015年度看護師の特定行為に係る指導者育成事業」の実施

団体にただひとつ全日病を選定。委託を受けた全日病は15年度に国内8地区で各1回
指導者講習会を開催する計画を立て、研修機関の指定を希望する全国の施設に参加を呼
びかけた。
本部会議室で開催した講習会はその皮切りとなるもの。神野副会長が総責任者となり、
全日病・医法協共催の臨床研修指導医講習会を運営してきたタスクフォースが講習プロ
グラムを作成した初めての指導者講習会は、続いて金沢市（9月6日）と札幌市（9月21
日）で開催される。

初めての指導者講習会とあって、東
京会場の参加募集には全国から大勢の
受講希望が寄せられたが、プログラム
の都合で定員は50名と限られた。しか
し、北海道から佐賀県にいたる各地か
ら、大学、医学部付属病院、公的病院
など多数機関・施設からの受講希望が
殺到したため、複数出席を希望する施
設には受講者を2人に調整してもらう
ことで辛うじて39機関・施設の参加を
確保した。
受講者の内訳は医師12人、看護師37

人、薬剤師1人。施設等の内訳は、大学・
教育機関が6、大学病院が16、公的病院
が4で、残りは民間医療機関であった。
指導者講習会のプログラム開発と運

営は、05年から9年間、全日病・医法協
共催の臨床研修指導医講習会を手がけ
てきた江村正チーフタスクフォース（佐
賀大学医学部附属病院卒後研修センタ
ー専任副センター長）と8人のタスクフ
ォースが担当した。
開講冒頭の挨拶で、西澤寛俊会長は、
全日病が指導者講習会を開催するにい
たった経緯を紹介した上で、看護師に
よる特定行為の実施が、急性期や救急
だけでなく、とくに在宅医療の分野で

求められていると指摘。その育成に民
間医療機関も大きな役割を担うことか
ら、引き続く全国7ヵ所での開催が重
要な意味をもつと述べた。
ディレクターとして指導者講習会の

全体を主導した神野正博副会長は、
「これが看護師特定行為研修制度とし
て最初の指導者講習会である」と述べ、
「今後全国に広がっていく指導者講習
会に向けて、その成果や改善点を各地
にフィードバックしていただきたい」
と受講者に呼びかけた。
講演で、岩澤看護課長は、①診療の

補助のうち38の行為を特定行為とした、
②その特定行為を手順書によって実施
する看護師に特定行為研修の受講が10
月1日から義務づけられる、③手順書
の内容は省令で定められているが各医
療現場の判断で記載事項と具体的内容
を追加することもできる、④研修機関
は学校・病院その他厚生労働大臣が指
定するものをいうが、その要件の1つ
に特定行為研修管理委員会の設置があ
る、⑤特定行為研修の講義・演習を通
信で行なうことができるなど、同研修
制度の概要と留意点について説明。
その上で、「特定行為を行なう看護師

は、医療機関だけでなく、介護施設や在
宅の場でも活躍が期待されている。2025
年に向けて、最低10万人の看護師に特
定行為研修を受けていただきたい」と語
った。
そして、「2013年現在約110万人の看

護師が就労しており、毎年約3万人増
えている。したがって、2025年に150万

人近くに達するだろう。その10％に近
い数の研修修了者を目指したい」と、同
制度の今後を展望した。
同課長は、また、「看護師は就労し

ながら研修を受けることになるので、
指定研修機関にはできるだけＩＴＣを
活用いただきたい」と締めくくった。

岩澤看護課長「特定行為研修修了者を最低10万人想定」

全日病 手順書のひな形とeラーニングの研修システムに着手

岩澤課長の発言を受け、神野副会長
は、全日病として、①手順書のひな形
の作成に着手しているが現時点で公表
時期は確定していない、②eラーニング
による講義・演習の開発を予定している
が16年度からの活用を展望している、
ことを明らかにした。
今回実施された指導者講習会は、受

講者を6つのグループに分け、約6時間
の中で、①特定行為研修を修了した看
護師の役割、②「特定行為研修の目標・
方略・評価」、③ベスト・プラクティスか
ら学ぶ仕事の教え方・人材養成、④研
修者のストレスに配慮したフィードバッ
クの技法、⑤特定行為研修をうまく進
めていくための課題の各テーマからな
る講義、個人作業（発表）、グループ作
業（発表）、全体作業（発表）から構成さ
れている。
①のテーマでは、各人の意見（認識）

をKJ法を用いて整理した上でワール

ド・カフェ方式による他グループとの
意見交換を行ない、最後に、各グルー
プごとに発表した。
この特定行為を行なう看護師の役割

と位置づけについて、各グループから
は、「病院と在宅をつなぐ連携、地域
の中での連携」「チーム医療のコア、コ
ーディネーター」「ミニドクター（医師の
代理）ではない看護師の視点」「医療の
質、安心・安全医療」「看護師の役割の
拡大と看護教育改革への影響」「医療費
の節減、医師の負担軽減」といったイ
メージが多く語られた。
このセッションを指導したタスクフォ

ースは「各グループの発表は、この制度
の理念が示すものと概ね一致する」と
評価、受講者の意識が看護師特定行為
研修の指導者として期待すべき水準に
あることを確認した。

□2015年度地域医療介護総合確保基金（医療分）の
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「清話抄」は2面に掲載しました。

▲グループワークに取り組む指導者講習会の受講者



西澤寛俊氏が全日本病院協会の会
長に再選され、引き続き、本協会の
リーダーシップを担うことになった。
本協会は設立以来50数年を重ねてき
た。創成時の動揺、困難を乗り越え
会の運営は安定し会員は増加し、四
病院団体のリーダーとして厚生行政
に大きな影響を及ぼしている。
現在の社会保障制度は大きな改革

を求められている。骨太の政策とし
て「病床数の削減」「社会保障費の抑
制」が報じられている。増大してい
く医療・介護の費用を効率化し、重
点を絞ることで経済の安定に取組む

という方針が、マスコミを通して流
布されている。病院の運営は、今後
さらに、著しく困難になることが予
想される。
病院団体に加入する病院には、医

療の質の向上と共に病院経営の安定
を望む願いもある。病院の閉鎖や診
療所への転換等で退会の報告が毎月
のようにあるが、とくに小規模病院
に多い。患者の減少、後継者不在、
資金面、人材不足等で閉鎖せざるを
得なくなった結果である。それに対
して、情報に恵まれた大規模病院は
人材の教育や育成等の面で有利な環

境を得るなど新しい制度への適応が
でき、事業の発展に続いている。
国の示している将来の医療提供体

系として地域医療連携推進法人があ
る。地方の病院、診療所を統合し、
医療資源、情報、人材の交流を図る
という構想である。全貌は窺えない
が、ガバナンスを重視した組織の感
がある。
しかし、ガバナンスよりも運営に

重点を置いて、経営専門家による病
院運営を図れば、医療資源を統合す
ることができ、薬品や医療機器の大
量購入、人材の育成と供給、情報の

活用など、中小病院でも大型病院と
同様な経営が可能になる。
お互いが原資を出し合い、大規模

な病院運営部門を設立して経営面は
その部門に任せ、院長は医療の質の
向上に努めるなど良い医療の提供に
専念していけば、今後の社会保障制
度の大きな改革にも適応できる。
そうした連携や大きなアライアンス
を全日本病院協会がコーディネート
することも考えていくべき時代にな
ってきているのではないだろうか。
会員の皆でこの困難な局面を乗り切
っていきたいものである。 （HT）

全日本病院協会が考える「地域医療連携推進法人」
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映画「ゆずり葉の頃」を観た。76歳の
中みね子氏が初監督をされた作品で、
八千草薫さんが主演している。ゆずり
葉は「若い葉がでると古い葉は緑色の
まま落ちていく」という。高齢社会の
中で、元気なまま年を重ねていく事が
大切であると感じた。少子高齢化のピ

ークを目前にした日本において考えさ
せられる作品であった。
全国で地域医療構想策定部会が行わ

れている。従来から地域による違い、
様々な問題点は指摘されている。国が
示したデータを参考に、各都道府県で
あるべき医療提供体制を議論し、必要
な病床数を決定する単位である「構想
区域」を決めるわけである。
例えば、東京は、関東周辺の患者も

受け入れる範囲でデータがないと語れ

ない。高度急性期・急性期が数多く存
在し、回復期・慢性期が足りない。在
宅医療を増やせばいいというが、核家
族化の進行でそう簡単にできるわけで
はない。
病床機能報告制度によって各病院の

行っていることが丸裸にされるという
が、医療は生活につながっているもの
であり、疾患だけで分析することは危
険である。「疾患を診るのではなく人間
を診ていきましょう」と若い医師に伝

えている自分に矛盾を感じてしまう今
日この頃である。
ゆずり葉のように皆が緑色の葉のま

ま次の世代に座を引き継いで余生を元
気に過ごせれば一番良いが、多くの人
間は病を持ちながら余生を過ごさなけ
ればいけない。つまり、人間には、住
み慣れた身近に急性期・回復期・慢性期
を同時に診ることができる、全日病の
会員のような病院が必要なのである。

（竹）

年金・医療等の自然増の要求幅は15年度当初予算比6,700億円程
経済財政諮問会議 2016年度予算の概算要求基準決まる。前年度から自然増を1,600億円圧縮

7月22日に開かれた経済財政諮問会
議は「2016年度の予算の全体像」をとり
まとめた。
2016年度は、「骨太方針2015」で定め

た「経済・財政再生計画における集中
改革期間の初年度に当たる。
「全体像」は、成長戦略を拡充・加速
するとともに、「骨太方針2015」を踏ま
えて、経済再生と財政健全化の双方に
寄与する歳出改革、歳入改革の本格的
な取り組みを開始すると宣言。概算要
求基準の設定、各府省の概算要求、地
方財政計画の策定は、『2016年度予算の
全体像』」を踏まえて行なうとした。
経済財政諮問会議は翌7月23日の会

合で財務省が提示した16年度予算の概
算要求基準（「16年度予算の概算要求に
当たっての基本的な方針」）を了承。政
府は、16年度予算の概算要求基準を7月
24日の閣議で了解した。
16年度予算の概算要求基準は、年金・
医療等の経費のうちの補充費途（法令

にもとづく義務的経費で予算編成時と
単価が異なっても閣議決定を要するこ
となく支出できるもの）に指定されて
いる経費は、「前年度当初予算における
年金・医療等に係る経費に相当する額
に高齢化等に伴う増加額として6,700億
円を加算した額の範囲内において要求
する」とした。
「骨太方針2015」は、社会保障費の増
加を、18年度までの各年度、高齢化に
伴う自然増5,000億円ほどに抑える方針
を示している。これに対して、今回の概
算要求基準は、15年度当初予算比6,700
億円程度までの増加範囲内で要求を認
め、具体的には予算編成過程で調整を
図るとしたことになる。
ただし、15年度予算の概算要求基準

では社会保障費の自然増は8,300億円と
されたが、予算編成過程で4,200億円ま
で圧縮されている。自然増の要求幅は、
概算要求基準の段階で早くも前年度か
ら1,600億円減額された格好だ。

「2020年度までに消費税の再引き上げはない」

内閣府に「健康増進・予防サービス・プラットフォーム」を設置

予防・健康のインセンティブを担う「日本健康会議」

7月23日の経済財政諮問会議に、内
閣府は、「歳出効率化に資する優良事
例の横展開のための健康増進・予防サ
ービス・プラットフォーム」の設置を
諮り、了承された。
「プラットフォーム」は、健康・予

防のサービスに関する、歳出効率化に
寄与する優良事例の創出と全国展開を
図る取り組みを進捗管理するとともに
フォローアップしていく、関係省庁の
参加を得た省庁横断的な会議体で、自
治体や企業・保険者に対する政府側の
窓口となる。
「骨太改革2015」に盛り込まれた歳

出改革を健康・予防の分野で効率的に
進めるとともに、市場創出効果を検討

するために、内閣府に設置される。
対象となる領域は、①医療保険者に

よるデータヘルス等、②生活習慣病等
の重症化予防、③企業による健康経営、
④ヘルスケア産業の創出・育成、
⑤ ITの利活用と規制改革等の制度改
正からなる。
「プラットフォーム」を構成するの

は、甘利内閣府特命担当大臣（健康・
医療戦略担当大臣）、塩崎厚生労働大
臣、経済財政諮問会議の民間議員、三
村日商会頭、横倉日医会長、永井自治
医科大学学長などの8人。オブザーバ
ーとして、健保連、協会けんぽ、全国
市長会、日歯、日薬、日看協などの代
表も名を連ねている。

「日本健康会議」が7月10日に発足、
「骨太方針2015」に盛り込まれた健康・
予防インセンティブ、生活習慣病の重
症化予防、健康経営の各取り組みを全
国展開するために、保険者・企業、医
療団体、自治体による「連携」を実現し
た。基礎的財政収支（PB）の黒字化を
目指す2019年まで活動する。
同会議には、経団連、日商、全国知

事会、連合、健保連、国保中央会、協会
けんぽ、日医、日歯、日薬、日看協など
31組織が名を連ねた（6月23日現在）。
発足式では塩崎厚生労働大臣、安倍

首相（代読・加藤内閣官房副長官）が来
賓として挨拶。大塚健保連会長が活動
指針となる「健康なまち・職場づくり宣

言2020」を発表、横倉日医会長が今後
の活動方針を説明した。
「宣言2020」は、①予防・健康づくり
のインセンティブを推進する自治体を
800市町村以上とする、②かかりつけ
医等と連携して生活習慣病の重症化予
防に取り組む自治体を800市町村とす
る、③保険者と連携して健康経営に取
り組む企業を500社以上とする、④一
定の基準を満たすヘルスケア事業者を
100社以上とするなど、8項目にわたる
数値目標を設定。
これらを達成するためWGを設置し、
厚労省や経済産業省と協力して具体的
な推進方法を検討していく方針を打ち
出した。

経済財政諮問会議は、また、6月30日
に決定した、同会議に付設する専門調
査会（経済・財政一体改革推進委員会）
の委員名簿を了承した。委員は有識者
と産業界の14人からなり、医療関係か
らは松田晋哉産業医科大学医学部教授
がただ一人選出された。
推進委員会は、「経済・財政再生計画」
を着実に実行するために、①改革工程
表を作成するとともに、②歳出改革に

向けた予算編成過程からPDCAを回す
仕組みを構築、さらに、③改革工程表
にもとづいた進捗管理・点検・評価を行
なう。
そして、歳出改革の集中取り組み期

間が終わる18年度に経済・財政一体改
革の成果を検証し、中間評価をまとめ
ることになる。
この18年度の中間評価に関連して、

甘利内閣府特命担当大臣は,7月22日の

諮問会議後の記者会見で、「20年度に
基礎的財政収支（PB）の黒字を達成す
るスケジュールの中で、消費税率を10%
からさらに引き上げていくという考え
方はとっていない。税収増を考える上
で、消費税率を引き上げるという以外
にもいろいろな方法がある。18年度に
（PB黒字化の）達成状況を検証する中

で、歳出・歳入への対応も検証するこ
とになる」と述べた。
17年4月に10%を実現した後、20年

度まで消費税の再引き上げは政治日程
に組み込まれていないと明言する一方
で、18年度の中間評価いかんによって
は選択肢に上がる可能性を示唆したも
のとみられる。



2015年（平成27年）8月1日（土） 全日病ニュース　第852号　　　　 （3）

  2025年に生き残るための経営セミ
  ナー第9弾 「病院の生き残りのため
  のプライマリ・ケア医の活用と育成」
（100名）

研 修 会 名（ 定 員 ）    日時／会場　 参加費/会員（会員以外） 備    　考

2025年に向かっての生き残り
戦略を考える上でのプライマリ
・ケア医の育成と役割の確立方
法についてのセミナーです。

     8,640円
（16,200円）

   9月2日（水）
  13:00～16:00

（全日病会議室）

  第2回 看護師特定行為研修指導者
  講習会（金沢会場）
（50名）

受講要件、プログラム等は全日
病HPをご参照ください。

   10,000円
（10,000円）

   9月6日（日）
   9:55～17:30
（石川県金沢市 
   TKP金沢ビジ
   ネスセンター）

  平成27年度個人情報管理・担当責
  任者養成研修会アドバンストコース
（90名）

受講者は全日病「個人情報管理
・担当責任者養成研修会ベーシ
ックコース」の受講修了者を想
定していますが、どなたでも参
加できます。

   22,680円
（22,680円）

   9月10日（木）
  10:00～16:30
（全日病会議室）

  第18回機能評価受審支援セミナー
 (札幌会場)

（診療領域 70名、看護領域 70名、
   事務管理領域 60名）

一般病院1（※）を中心とした評価
体系について、ケアプロセスの
実践を診療・看護の合同チーム
で学び、事務管理部門は機能評
価受審に向けた事務管理部門の
役割と受審対策について説明を
行ないます。

   5,400円
（7,560円）

   9月11日（金）
  12:30～16:00
（北海道札幌市
   ホテルさっぽろ
   芸文館）

  平成27年度 第2回ＡＭＡＴ隊員
  養成研修（札幌会場）
（60名）

  第2回「医療事故調査制度への医療
  機関の対応の現状と課題」研修会　　　　
（200名）

・受講要件、プログラム等は全
　日病HPをご参照ください。
・会員病院には、AMAT隊員登
　録証・AMATベスト・AMATヘ
　ルメットをお渡しいたします。

・院内事故調査を円滑に実施す
　るための考え方と方法を習得
　することを目的とします。
・本研修会は「医療安全管理者
　養成講習会」（全日本病院協会
    ・日本医療法人協会共催）の継
　続認定の研修会に該当します。

   54,000円
（64,800円）

   10,800円
（16,200円）

   9月11日（金）
     ～12日（土）
（北海道札幌市
   北海道立道民
    活動センター
  「かでる2・7」 5階）

   9月18日（金）
  13:00～18:00
（全日病会議室）

  第3回「医療事故調査制度への医療
  機関の対応の現状と課題」研修会
（200名）

   10,800円
（16,200円）

  10月20日（火）
  13:00～18:00
（全日病会議室）

受講要件、　プログラム等は全日
病HPをご参照ください。

  第3回 看護師特定行為研修指導者
  講習会（札幌会場）
（50名）

   10,000円
（10,000円）

  9月21日（月・祝）
  9:55～17:30
（北海道札幌市 
   TKP札幌カンフ
    ァレンスセンター）

  ※一般病院1/主に日常生活圏域等
  の比較的狭い地域で地域医療を支
  える中小規模病院

■現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病HPをご参照ください）

神野委員A項目に「せん妄管理」の追加を提案
入院医療等の調査・評価分科会 「重症度、医療・看護必要度」再度の見直へ。重症患者評価の別軸も検討

7月16日に開かれた診療報酬調査専門
組織の入院医療等の調査・評価分科会
は、2014年度入院医療等調査の結果に
もとづいて、（1）急性期入院医療、（2）退
院支援に係る取り組み、（3）入院中の他
医療機関の受診をテーマに取り上げ、16
年度改定の課題を探る議論を展開した。
このうち、急性期入院医療に関して

は、前改定でA項目を手直しした「重症
度、医療・看護必要度」の有効性、妥当
性が議論の俎上にあげられた。
現在、この評価は、「A項目2点以上・
B項目3点以上」を満たす患者が、例え
ば7対1病棟では15%以上、10対1病棟
では10%以上入院していることを基準
に設定、各入院基本料の算定要件とし
ている。
この「重症度、医療・看護必要度」に

ついて、事務局（厚労省保険局医療課）
は、現行基準の有効性を疑わせるデー
タを示した。
その1つがDPCから引用したデータ

で、基準を満たさない患者にも、「医師
の指示の見直しが1日1回以上必要」な
患者が35%程、「看護師による処置等が
1日3回以上必要」な患者が40%程いる、
というもの。
基準を満たす患者における割合は前

者が50%強、後者が70%程であるから、
基準を満たさない患者にも“重症な”患
者が少なくないことをうかがわせるデ
ータといえる。
この推定を補強するものが14年度入

院調査結果にあると事務局が示したの
が、7対1における特定機能病院と一般
病棟における基準該当患者割合の比較
である。
それによると、①特定機能病院より

も一般病棟の方が該当患者の割合が高
いが、その内訳をみると、②特定機能
病院ではA項目全体の該当率が高く、
それに比べるとB項目全体の該当率は
低い傾向にあるが、A項目のうち「専
門的な治療処置」の該当割合が特段に
高い、これに対して、③一般病棟では
A項目と比べるとB項目の該当割合が
高い傾向にある、というもの。
これを、手術前後の基準該当患者割

合の推移でみていくと、手術当日と術
後1日目でも40%前後（手術当日で45%
程）にとどまり、術後3日目には術前と
おおむね同水準になっている。開胸手
術をみても、該当患者の割合は手術直
後で50%程で、術後3日には25%を下回

っている。
次に、全身麻酔手術の実施件数の多

寡別に医療機関の該当患者割合別の分
布がどうなっているかをみると、全麻
の件数が多い医療機関で該当患者の割
合が低いという傾向が認められた。
さらに、救急搬送された患者の入院

後の経過を追いかけると、基準を満た
す患者は、入院当日で20%強、最大で
も30%強にとどまっていた。
こうしたデータから、A項目とB項

目を組み合わた点数基準の妥当性やA
項目あるいはB項目の各項目の適切性
が疑われるとして、事務局は、明らか
に急性期医療を必要としている患者の
状態を反映する方向でA項目を見直す
こと、また、A項目が一定点数であれ
ば当該基準とは別にカウントする方法
を示唆しつつ、専門的治療を受けてい
る患者や術後の患者等“重症”患者を
評価する方法の検討、を提起した。
B項目については、構成しているイ

ンジケーター間に高い相関性があると
して、とくに、「寝返り」「起き上がり」
「座位保持」の整理を提起。その上で、
認知症患者の手間のかかり具合を反映
させるために、HCUでB項目に採用さ
れている「診療・療養上の指示が通じ
る」「危険行動」を一般病棟にも採用す
ることを提案。
さらに、一般病棟、ICU、HCUで分か
れているB項目の内容を統一化する方
向で大きく見直す方向で検討すること
を求めた。
「重症度、医療・看護必要度」につい
て、細部はともかく、分科会委員の大
勢として論点の方向性を指示した。
その中で、神野正博委員（社会医療

法人財団董仙会理事長・全日病副会長）
は「現場はせん妄の管理に非常に手間
がかかるといっている」と述べ、A項
目に追加するよう提起した。
神野委員は全日病が会員病院を対象

に実施した「重症度、医療・看護必要
度に関するアンケート調査」で現行の
A項目以外に「手のかかる状態と考え
られた項目」をたずねたところ、病棟
種別全体を通してせん妄が最多となっ
たことを明らかにした。
そして、「手術等による一過性のせ

ん妄と認知症は明らかに異なる」とし
て、重症度のインジケーターにするよ
う求めた。

退院支援の評価体系を総合的に見直して再構築

退院支援に係る取り組みについて、
事務局は、退院支援にかかわる診療報
酬上の評価は多くあるが、一部項目を
除くと算定回数は多くないことを指摘。
また、調査結果から、（1）7対1病棟

と療養病棟では退院支援の職員を配置
している病棟の方が平均在院日数が短
い、（2）7対1、10対1、地域包括ケア、
回復期リハの各病棟で病棟に退院支援
の職員を配置した場合の効果が高いと
する回答が多い、（3）病床規模を問わ
ず多くの医療機関で入院時に多職種カ
ンファレンスを実施している、（4）地
域包括ケア病棟を除くと連携施設数の
多い医療機関ほど平均在院日数が短い
など、多くの医療機関で退院支援の取
り組みが行なわれ、その効果が出てい
ることを明らかにした。
その上で、論点に具体的な見直し点

をかかげることなく、入院前から退院
後にいたる流れで取り組まれる退院支
援の評価を、現行項目の整理を含め、
総合的に検討する必要を提起した。
また、在宅復帰率が要件となってい

る病棟への退棟と自宅への退棟が同列
に扱われている在宅復帰率の算出方法
について、調査結果から、「在宅復帰率
の算出値と実際に自宅へ退棟している
割合に乖離が生じている」と指摘。「自
宅への退棟を在宅復帰率が要件となっ
ている病棟への退棟よりも高く評価す
る」など、その算出方法を見直す必要
を提起した。
入院患者の他医療機関受診に関して

は、現在、出来高病棟からの他科受診
には入院基本料から30%、特定入院料
等の病棟からには、包括範囲の診療行
為であれば70%、包括外には30%を入
院料から減額するという厳しい仕組み
になっている。
この実態について、調査結果は、概

ね以下のような傾向・結果を明らかに
した。
（1）他科受診の割合は障害者病棟、有床
診、回復期リハ病棟の入院患者で比較
的高い
（2）他科受診による減算の頻度は有床
診や精神病棟で高く、有床診ではやや

増加傾向にある
（3）他科受診の患者割合は小規模で届
出入院料が2つ以下の医療機関で特に
多い
（4）他科受診の理由は、「専門外の急性
疾患・慢性疾患の治療のため」のほか、
「症状の原因精査のため」という理由
も一定数みられる
（5）他科受診の対象は多様な診療科に
わたっているが、内科病棟の入院患者
は内科、整形外科、歯科が、外科病棟

の患者は内科、整形外科、歯科、精神
科が比較的多く、整形外科は内科、整
形外科、歯科、小児科が、脳神経外科
は歯科、精神科、内科、眼科、整形外
科が上位を占めている
（6）受診費用の請求方法は一般7対1以
外では「入院料を減算して先方で請求
する」割合が高い
この他科受診について、委員からは

改善を求める声が相継いだが、事務局
は特段の論点を示さなかった。

●A項目に関する論点
・「重症度、医療・看護必要度」の
A項目には、様々な処置等が列挙さ
れているが、手術直後の患者や救急
搬送後の患者等、明らかに急性期の
医療を必要とすると考えられる状態
の患者が、必ずしも評価されていな
い現状についてどう考えるか。
・A項目の点数が高いなど、特に専
門的な治療が実施されている患者や、
手術直後の患者等に関して、「重症
度、医療・看護必要度」の基準を満
たすための条件について、どう考え
るか。
●B項目に関する論点
・一般病棟用のB項目について、「寝
返り」との相関が強く、基準の該当

性への影響の少ない「起き上がり」
「座位保持」の、評価の必要性につ
いてどう考えるか。
・認知症患者の急性期病床への受け
入れについては、医療現場での負担
が大きいことから、現在ハイケアユ
ニットで評価項目となっている「診
療・療養上の指示が通じる」「危険
行動」の項目を、一般病棟において
も評価の対象とすることについてど
う考えるか。
・一般病棟用、特定集中治療室、ハ
イケアユニット用のB項目について
は、類似の状態を評価する項目が多
いが、項目数に差があることから、
病棟種別間で統一し、単純化を図る
ことについて、どう考えるか。

□「重症度、医療・看護必要度」に関する論点

・退院支援については、退院支援に
係る人員の配置や院内の取組、院外
との連携等が行われているが、退院
支援を推進していくための評価のあ
り方についてどう考えるか。また、
内容の類似した項目や算定回数が少
ない項目の取扱いについてどう考え

るか。
・在宅復帰率について、例えば、自
宅への退棟を在宅復帰率が要件とな
っている病棟への退棟よりも高く評
価するなど、より実態に即した算出
方法についてどう考えるか。

□退院支援と在宅復帰率に関する論点
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今回の推計は目標値ではない。目標病床数は調整会議で決めるもの
各構想区域の病床数合計は152～115万床の間が妥当。実際は135～115万床の間か

「医療・介護情報の活用による改革の推進に関する専門調査会」会長代理
産業医科大学医学部公衆衛生学教室 教授　　　　　　　　　松田晋哉

1. はじめに
平成27（2015）年6月15日に内閣府の

「医療・介護情報の活用による改革の推
進に関する専門調査会」が公表した第一
次報告「医療機能別病床数の推計及び
地域医療構想の策定に当たって」（以下、
専門調査会報告）が公開された。ここ
に示された数字をめぐって様々な議論
や憶測が行われている。
図1は2025年の医療機能別必要病床

数の推計結果を示したものである。こ
こでは機能分化をしないまま高齢化を
織り込んだ場合の必要病床数が152万
床程度になることが示されたうえで、下
記のような仮定で推計した結果として
必要病床数が115～119万床になり、介
護施設や在宅医療で対応する患者数と
して29.7～33.7万人が提示されている。
また、図2に示したように都道府県

間で大きな違いがある。東京や千葉、
神奈川、埼玉といった首都圏と大阪で
は病床数が現在より不足すると推計さ
れる一方で、西日本地区の多くで現在
よりも少ない病床数が推計されている。
新聞紙面では「削減目標」というよう
な表現が用いられているが、この数字
は一定の仮定をおいた推計値であり、
病床数の「目標」はあくまで各地域の傷
病構造と条件を踏まえたうえで、各地
域医療構想調整会議（以下、調整会議）
で決定されるべきものであろう。
本稿では「地域医療構想策定ガイドラ
イン」及び「医療・介護情報の活用によ
る改革の推進に関する専門調査会第1
次報告」の2つの委員会に携わった立場
から、その内容について筆者の私見を
述べてみたい。

ぞれに対応する患者数を推計（各病床
機能別の平均在院日数はDPCごとに実
際の値を使用）。非DPCの一般病床レ
セプトについてはNDBデータを患者ご
とにつないで1入院データとしてDPC
でコーディング。
◎回復期リハビリテーションレセプト
については回復期病床として推計
◎療養病床入院患者については、医療
区分1の70%は在宅で対応可能と仮定
し残りを慢性期病床として推計
◎障害病床は慢性期として推計
◎一般病床の入院については1日あた
り点数が175点未満の者は在宅で対応
可能と仮定
◎療養病床の性年齢調整後の受療率の

地域間格差を縮小（図4）
・パターンAは都道府県別療養病床受
療率が最低の山形県（人口10万対81）を
基準として、これより高い二次医療圏
については2025年にすべて山形県と同
じ受療率になるとして病床数を推計
・パターンBは2025年に都道府県別療
養病床受療率が最高の高知県（334）を
中央値の滋賀県（144）にする比率で、
山形県よりも受療率の高い二次医療圏
の受療率を縮小するとして病床数を推
計
・パターンCはパターンBで達成年度
を2030年にした場合の病床数を推計
◎病床利用率を高度急性期75%、急性
期78%、回復期90%、慢性期92%と設定

2.推計に用いた仮説
今回の検討に際しては、地域医療構

想策定ガイドライン検討委員会等から
人口構成や傷病構造の地域差を踏まえ
たうえで推計を行うことを求められた。
そこで、一般病床レセプトについては
高度急性期、急性期、回復期、慢性期
をDPCに展開して推計を行うこととし
た。その上で、上記4区分をどのように
定義するかを筆者らの研究班内で検討
した。
図3に示したような分析を個々のDPC
ごとに行った結果、資源投入量が落ち
着くまでを急性期、落ち着いてから退
院準備ができるまでを回復期とした上
で、急性期についてはICU、HCU、無菌
室の利用頻度に着目して高度急性期を
分離するという考え方を採用すること

とした。
それぞれの区分点をC1、C2、C3とし

た上で、その推計値を幅を持ってガイ
ドライン検討委員会に提示し、その議
論を踏まえて区分点に相当する出来高
換算コストを決定した（表1）。なお、
出来高換算コストの算出にあたっては
入院基本料と急性期以外のリハビリテ
ーションについては計算範囲から除外
している。
専門調査会推計において採用された

仮説は以下の通りである。
◎一般病床のレセプトについては高度
急性期と急性期を区分する1日あたり出
来高換算点数（以下点数）を3,000点、急
性期と回復期とを区分する点数を600
点、回復期と慢性期とを区分する点数
を225点（175点）として、DPC別にそれ

図1  2025年の医療機能別必要病床数の推計結果（全国集計値）

図3  C1、C2、C3設定の基本となった医療資源投入量（中央値）の推移の分析結果
（入院患者数上位255のDPCの推移を重ね合わせたもの）

表1  医療需要推計にあたっての境界点の考え方

図2  2025年の医療機能別必要病床数の推計結果（都道府県別・医療機関所在地別）

図4  療養病床の都道府県格差の是正

以上の仮定は厚生労働省医政局が設
置した「地域医療構想策定ガイドライン
等に関する検討会」で議論されて決定
されたものであり、筆者らの研究班は
それを受けて病床数を推計するロジック
を開発して厚生労働省に提供している
（ロジックを用いた最終的な推計は厚生
労働省内部で実施）。

図5、図6、図7に病床推計の概要をまと
めた。DPC別・病床機能別・性年齢階級
別・患者住所地別・医療機関住所地別受
療率（1日あたり、生保・労災・自賠責等に
ついても補正）を案出した上で、社会保
障人口問題研究所の将来人口推計を掛
け合わせることで各年度の病床機能別
病床数を推計するロジックを採用した。
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各構想区域で療養病床の整備数をどう考えるかが構想実現の鍵
回復期の理解も重要ポイント。入院（入所）と在宅ネットワーク化の成否を握る地域包括ケア病棟

図5  機能別病床推計の具体的手順

図6  病床機能の推計方法

図7  将来推計の方法

図8  大阪三島医療圏の傷病別患者数の推移（入院）

図9  30分圏域の入院患者数の将来推移（大阪医科大学病院）

図10  大阪高槻市の介護需要の将来予測

3. 数字の考え方
筆者の個人的見解として、今回の推

計は厳しめの値になっていると考える。
したがって、各構想区域で検討された
結果を積み上げた病床数は現状を追認
した152万床と115万床の間になると考
えるのが妥当だろう。
ただし、国全体としては、現在より

病床数を増やすことは財政的に難しい
であろうから、実際の目標値は135万
床と115万床の間になるのだろう。こ
うした推計値を地域医療構想調整会議
ではどのように活用されるべきだろう
か。以下、筆者の考えを述べてみたい。
まず、今回の専門調査会報告で示され
た数字は厳密な意味では目標ではない。
目標となる病床数は各調整会議でそれ
ぞれ決めるものである。高度急性期、
急性期、回復期は、一般病床について、
医療行為の投入量等を参考に現在の平
均在院日数と受療率をもとに推計した
結果であり、この推計値が大きくぶれ
ることはないだろう。
おそらく、回復期というものを正し

く理解することが議論を円滑に進める
ためのポイントとなる。ここで言う回復
期は「回復期リハビリテーション病棟」
のみをさすのではなく、かつて全日病
が提唱していた「地域一般病棟」1）も含
む概念である。したがって、いわゆる
亜急性期も含まれる病床概念であり、
平成26年度の改定で導入された地域包
括ケア病床がもっとも概念にあう病床
である。
医療と介護、入院・入所と在宅をネッ
トワーク化する上で、地域包括ケア病
棟の整備はその成否の鍵を握っている
と筆者は考えている。
地域医療構想策定ガイドライン検討

会座長の遠藤教授も述べているように、
焦点は「急性期から回復期への分化」
なのである2）。したがって、地域の民

間病院を中心に、この回復期病床をい
かに整備すべきかが調整会議における
重要な議論のテーマの一つになる。
この際、回復期病床では在宅復帰や

在宅医療を支える機能が重視されるこ
とを考えれば、この病床を持った病院
の地理的配置が十分に検討されなけれ
ばならない。構想区域内で地域包括ケ
ア病床等の回復期病床がどこかのエリ
アに集中してしまうと、本来の機能が
発揮できない。この点について留意が
必要である。
構想区域における総病床数を決める

もっとも重要なもう一つの論点は療養
病床をどの程度整備するかであろう。
図1の推計では介護施設や在宅医療

で対応する患者数として29.7～33.7万
人を想定しているが、こうした患者を
各地域でどのようにケアするのか、具
体的には療養病床、介護施設、在宅の
それぞれでどれだけケアできるのか議
論されることになる。具体的には地域
包括ケア体制を各地域でどのように整
備していくのか、特に、医療・介護の
保証された住をどのように整備してい
くかが鍵となる。
仮に、今回在宅及び介護施設で対応

可能とされた患者をすべて療養病床で
ケアすると決めるのであれば、その分
は慢性期病床に積み上げることになる。
ただし、そのための人的資源及び財源
の確保に関する検討も必要である。
医療職、特に看護職を確保できるか

否かは、人口が減少する地域において
現在の病床を維持できるかどうかのも
っとも大きな制約条件になる。しかも、
こうした地域では、現在そこで働いて
いる医療職も高齢化していく。そのよ
うな条件下で、どのように医療と介護
を保証していくのかということを冷静
に検討する必要がある。
現在、我が国では年に1万床以上の

病床が「自然減」しているが、その原
因の多くは人的資源の不足によるもの
だと推測される。ここで留意すべきは
このような病床の減少が起こっている
地域でもニーズは十分あるという点で
ある。
無計画な自然減を放置しておけば、

当該地域の厚生水準は著しく低下す
る。したがって、このような地域では
病床をダウンサイジングすることで地
域の「病院」機能（場合によっては有床
の多科診療所でもいいのかもしれない）
を維持し、減床した分を医療介護が保
証された「住」に機能転換するというこ
との可能性についても検討すべきであ
ると考える。
加えて、人的資源に余裕のある他地

域からの支援も必要であり、このよう
なことも地域医療構想の中では議論さ

れなければならない。
ちなみに、高度急性期・急性期病床に
ついては、専門医制度における認定施
設との関係を考える必要がある。外科
系専門医の認定・更新には領域別の手
術数などが定められるため、それにあ
った施設の配置が求められることにな
る。各都道府県では医師会の調整のも
と大学病院等との協議が必要になる。
なお、各地域における傷病構造の変

化（図8）や各病院の所在地から30分圏
内の人口における入院患者数の推計（図
9）、各地域の介護需要の推計（図10）な
ど、上記のような推計結果を踏まえて
各医療機関が今後の経営を考えるため
のツールや参考資料については、当教
室のホームページ3）からダウンロードあ
るいは閲覧できるので参考にしていた
だければと思う。

4. まとめ
地域医療構想の本来の目的は病床を

削減することではなく、2025年の傷病
構造及び医療・介護を担う人材の状況
を考慮した上で、各地域の住民の安心
を保証するための医療介護提供体制を
構想することである。
低経済成長下の少子高齢化という厳

しい現実を踏まえて、各地域の医療を
どのように保証していけばよいのかと
いうことを、医療関係者が主体となっ
て構想していくというのが今回の事業
の大きなポイントである。
また、地域医療構想の策定プロセス

は医療の現状を関係者に理解してもら
い、医療に対して適切な理解とファイ
ナンスを獲得していくための絶好の機
会であると筆者は考えている。その意
味でもデータを開示し、そしてオープ
ンな議論が行われなければならない。
いずれにしても今回示される数字は

どれも絶対的なものではない。将来の
ことを正確に予想することはできない。

継続的に見直しを行いながら、2025年
の各地域の傷病構造にふさわしい提供
体制を漸進的に構築していくのが今回
の構想であると考える。拙速ではなく、
冷静かつ実際的な議論が各地域で行わ
れることを期待したい。
なお、地域医療構想の考え方につい

ては医学書院発行の「病院」誌に連載を
しているので、関心のある方は参照し
ていただければと思う。また、推計ツ
ール等を含めて具体的なデータをどの
ように検討すればよいかについてもま
とめているのでそちらも参考にしてい
ただければ幸いである4）。
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各県における支部の位置づけ、他病院団体との関わり、県行政との関連

今後の進め方について

報 告 地域医療構想と支部の取り組み（1） 九州ブロック

「九州支部連絡協議会」を発足。陣内福岡県支部長が代表に就任
地域医療構想軸に情報・意見を交換。8月に厚労省幹部招いて講演会 長崎県支部長・常任理事　井上健一郎

今春の全日病支部長会の際、九州各
県の支部から、地域医療構想の議論が
進む中、制度の詳細が分かりにくくて
各県支部としての対応が決まっていな
い、他県の状況はどうなっているか知
りたい、隣県との調整が必要なことも
あるがまだできていない、などという
声があがった。
その時出席されていた九州各県支部

長の先生方の間で、地域医療構想に限
らず、九州各県が相互に情報交換、意
見交換をできる場を作ろうということ
になった。
福岡県支部長の陣内先生のお声がけ

で、2015年6月1日、九州各県支部長の
先生方に福岡市に集まっていただいた。
その結果、この日の会合を準備会とし、
九州支部連絡協議会を7月末に発足さ
せることで各支部の意見が一致した。

以下に、当会合で得られた各支部の
状況について報告させていただく。な
お、出席者と議題は次のとおりである
（敬称略）。
【出席者】
福岡県支部／陣内重三、江頭啓介、

丸山　泉、津留英智
佐賀県支部／古賀義行
長崎県支部／井上健一郎
熊本県支部／山田一隆
大分県支部／畑　洋一
宮崎県支部／濱砂重仁
鹿児島県支部／鉾之原大助
事　務　局／行徳直子・高辻伸行　　　　
【議題】
①各県の全日病支部の位置づけ、他の
病院団体との関わり県行政との関連
②地域医療構想の進行状況
③この会の今後の進め方

病院団体で構成する協議会が開催さ
れているのは福岡、佐賀、熊本、大分
県のみであるが、県の医療審議会へは
各県とも参画している。地域医療構想
への各県支部のかかわりについては以
下のとおりである。
●福岡県支部
・地域医療構想への関与／福岡県医師
会の地域医療委員会（陣内委員長）にて
模擬協議の場を持った
・地域医療構想調整会議は未実施（県議
会終了後にスケジュール化）
・データ解析については県内部で実施
する予定
・構想区域は基本的には二次医療圏ベ
ースで進めることになる
・地域医療介護総合確保基金について
は、福岡県は、IT・ネットワークに予算
をシフトしている。

●佐賀県支部
・地域医療構想への関与／県地域医療
構想調整会議に病院代表として県病院
協会から1名参加。
・地域医療構想調整会議（二次医療圏
ごとの分科会）を2015年9月に立ち上げ、
協議を開始する予定
・隣接県への対応に関しては、東部二次
医療圏が福岡と隣接しており、協議や進
め方について議論が必要と考えている
●長崎県支部
・地域医療構想への関与／地域医療介
護総合確保基金に関する長崎県のワー
キンググループが設置され、全日病も
構成員となっている。日本病院会支部、
県医師会とともに長崎県の地域医療を
考える会を2回シリーズで開催予定
・平成27年度地域医療介護総合確保基
金については、「地域間医療（介護）連

携人材育成」で提出した。
・地域医療構想策定に関
しての具体的な進め方は
示されていない。
●熊本県支部
・地域医療構想への関与／熊本県保健
医療推進協議会で「地域医療構想検討
部会（仮称）」の設置を想定しており、全
日病も委員に予定されている
・地域医療構想調整会議は未実施（熊本
大学が積極的に関与しようとしている）
・データ解析については二次医療圏の
データが既にあるため、既存データで
協議する予定
・構想区域に関しては、熊本には11の
二次医療圏が存在するが、実態とは大
きく乖離するため検討が必要と思われる
・地域医療介護総合確保基金について
は、医療情報ネットワークシステム構築
費用に充てられる予定
●大分県支部
・行政との関わりが強くなく、少しず
つ関係性の構築を進めている
・よって、地域医療構想調整会議は未
実施
●宮崎県支部
・地域医療構想への関与／「協議の場」

の委員として、病院部会と医療法人部会
の各会長が参加することになっている
・現時点で地域医療構想調整会議は未
実施だが、下部の会議体が今月から動
き出す予定（濱砂先生が議長）
●鹿児島県支部
・地域医療構想への関与／県地域医療
構想検討委員会委員として全日病が参
画する。
・今後の体制及びスケジュールに関し
ては、県全体については県地域医療構
想検討委員会にて実施し、二次医療圏
ごとは保健医療圏構想検討会にて実施
（8～9月に第1回保健医療圏構想検討会
を実施予定）
県全体として地域医療構想を進める

体制ができ、そこに病院団体としてし
っかり関与できている県もあるよう
で、その情報を得ることは有用であっ
た。なお、平成26年度総合確保基金に
関して、支部が提出したもののうち、
採択されたのは宮崎県のみであった。

地域医療構想が緊々の課題である昨
今の状況をふまえ、今後1年間の間は、
数ヵ月に1回以上の頻度で会合をもつこ
とになった。
また、準備会では支部長の先生方中

心にお集まりいただいたが、今後は、各
支部役員の方々、九州出身の本部役員
の先生方にも出席をお願いする予定で
ある。連絡協議会の代表は福岡県支部
長の陣内先生に引き受けていただいた。
以上の経緯で九州支部連絡協議会は

発足するが、第1回目の会合は平成27

年7月29日（水）に福岡市で開催される
ことになった。
また、地理的にも遠い九州地域では、
今後もより積極的に本部の動きや関連
機関（行政等）からの情報収集を行うべ
きと考え、研修会等の実施も計画もし
ている。
手始めに、8月29日（土）には、厚生労
働省の地域医療計画課の佐々木昌弘室
長を招き、地域医療構想にかかわる研
修会を予定している。九州各支部から
多数会員の参加を期待している。

「常勤医3名を非常勤2名を含む医師3名とすべし」
四病協 在支病の要件見直しを要望。「在宅看取数も連携医療機関の総数で評価すべし」

四病院団体協議会は7月2日に、在宅
療養支援病院に関する施設基準の次期
改定での見直しを求める塩崎厚生労働
大臣と唐澤保険局長宛の要望書を厚労
省に提出した。

同協議会の在宅療養支援病院に関す
る委員会（委員長・梶原優日病副会長）
がまとめたもので、要望内容は要旨以
下のとおり。

1. 平成28年度改定で在宅療養支援病院を適切に評価をすること。
2. 在宅療養支援病院における医療従事者の人材不足に対する施策を行うこと。（1）施設基準に「在宅医療を担当する常

勤の医師3名以上の配置」とあるが、3
名の内1名を常勤医師とし、残りを非
常勤医師でも可能な基準とされたい。
（2）「24時間連絡を受ける担当者をあら

かじめ指定」とあるが、担当者の指定
を要件から除外し、「24時間連絡を受
ける担当部署があること」とされたい。
併せて、往診担当医を文書により患家
に提供する点も、往診担当責任者で十

200床未満の病院ならびに地域の病
院にとって、医師、看護師、介護職員
等、医療従事者の人材が常に不足して
いる。地域医療介護総合確保基金にお

いて、医療従事者の確保・養成に関す
る事業に524億円を交付（平成26年度）
したが、在宅療養支援病院により一層
の支援・整備を要望する。

分対応可能であるので見直されたい。
（3）「往診担当医は当直体制を担う医師
とは別の者」とあるが、複数の当直医
がいる場合は、当直体制を担う医師が
往診を行っても当直に問題が生じると
は考えにくいことから見直されたい。

（4）在宅看取り数については連携医療
機関間の総計で評価をされたい。また、
「緊急の往診及び在宅における看取り」
についても、連携医療機関間の中で看
取りの相当の実績を有している場合を
認められたい。
（5）以上については、「特掲診療料の施
設基準等」第4在宅医療の1の（2）（3）に
ついても、前出どおりとするよう要望
する。

▲九州支部連絡協議会は7月29日に発足会議を開いた
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2015年度第3回常任理事会の抄録 6月13日 2015年度 第2回理事会・第4回常任理事会・第1回支部長会の抄録 7月11日

【主な協議事項】
●入会者の承認（敬称略・順不同）
正会員として以下の入会が承認された。

北海道　旭川脳神経外科病院 院長 田之岡 篤
秋田県　今村病院 理事長 稲庭千弥子
東京都　新山手病院 院長 江里口正純
神奈川県 第一病院 理事長 方波見　剛
和歌山県 貴志川リハビリテーション病院

理事長 殿尾守弘
大分県　中津第一病院 理事長 江口雄一郎
他に1人の退会があり、在籍正会員は

2,444人となった。
賛助会員として以下の入会が承認された。

株式会社関電エネルギーソリューション
（大阪府、代表取締役社長・白井良平）
日本事務器株式会社（東京都、代表取締役
社長・田中啓一）
他に1人の退会があり、賛助会員は89

人となった。
【主な報告事項】
●「2025年の医療機能別必要病床数」の推
計結果
内閣官房の専門調査会がまとめた標記推

計結果について、公表が見込まれる数値に
関する説明があり、質疑が行なわれた。
●審議会等の報告
中医協総会、入院医療等の調査・評価分科

会、「健康情報拠点薬局（仮称）のあり方に関
する検討会」の報告があり、質疑が行なわれ
た。
●「重症度、医療・看護必要」に関するアンケ
ート調査の結果
会員病院対象に実施された標記調査の結

果が報告された。
●研修会等の開催

7月に開催が決まった研修会等2件の説
明があった。
●都道府県ナースセンター運営協議会
離職看護師届出制度の10月施行に関す

る厚労省看護課長の通知が紹介され、医師
会や病院団体の参加が決まった都道府県ナ
ースセンター運営協議会の下に実務処理を
担う運営会議が設置されること等の説明が
あった。
●病院機能評価の審査結果
5月1日付で以下の13会員病院に病院機

能評価の認定・更新が決まった。
□主機能（3rdG/Ver.1.0以降 順不同）
◎一般病院1
静岡県　岡村記念病院　更新
愛知県　山口病院　更新
大阪府　友愛会病院　更新
熊本県　天草第一病院　更新
◎一般病院2
山形県　庄内余目病院　更新
石川県　浅ノ川総合病院　更新
滋賀県　草津総合病院　更新
京都府　京都民医連中央病院　更新
福岡県　嶋田病院　更新
◎リハビリテーション病院
徳島県　中洲八木病院　更新
福岡県　田川新生病院　新規
◎慢性期病院
高知県　久病院　更新
◎精神科病院
奈良県　秋津鴻池病院　更新
5月1日現在の認定病院は合計2,267病

院。そのうち本会会員は1,010病院と、会
員病院の41.4%、全認定病院の44.6%を
占めている。

【主な協議事項】
●基金拠出契約の締結
本会が一般社団法人全日病福岡に基金を

拠出する契約書の締結が承認を得た。
●支部長の交代
鳥取県支部の新支部長として石部裕一氏

（博愛病院）が、山梨県支部の新支部長とし
て尾崎由基男氏（笛吹中央病院）がそれぞれ
承認された。
●新たな委員会体制
第5期執行部の新たな委員会体制につい
て、西澤会長は次回常任理事会の承認を条件
とした上での会長一任を要請、承認を得た。
●AMATの商標登録
本会が組織する災害時医療支援活動班の

略称AMATの商標登録を行なうことが承認
された。
●入会者の承認（敬称略・順不同）
正会員として以下の入会が承認された

（7月入会者）。
茨城県　筑波記念病院 副院長 小關　剛
富山県　西能病院 院長 増田　明
兵庫県　神戸国際フロンティアメディカルセンター

理事長 田中紘一
熊本県　天草厚生病院 理事長 新谷陽一郎
熊本県　天草セントラル病院

理事長 新谷陽一郎
ほかに3人の退会があり、在籍正会員は

2,446人となった。
●人間ドック実施指定施設の承認
人間ドック実施施設として申請のあった

以下施設の指定が承認された。
□日帰り人間ドック東京都　
東海大学医学部付属東京病院
日帰り人間ドック実施指定は合計477施

設となった。
【主な報告事項】
●審議会等の報告
中医協総会、入院医療等の調査・評価分

科会、DPC評価分科会、療養病床の在り方
等に関する検討会ほかの報告がなされ、質
疑が行なわれた。

●ベトナムの視察報告と看護師受け入れの
構想について
国際交流委員会の有志がベトナムを訪

問、看護師事情を調査した結果の報告およ
び将来的に同国看護師を日本に受け入れて
いく構想を発表があった。同構想について
は正副会長会議で取り扱いを協議すること
が決まった。
●研修会等の開催
8月以降に開催する研修会等6件の説明

があった。
●2次救急医療実施状況の調査結果
救急・防災委員会が会員の救急告示病院

と2次救急指定病院を対象に実施した救急
患者の受入状況等に関するアンケート調査
の結果が報告された。
●病院機能評価の審査結果
6月5日付で以下の14会員病院に病院機

能評価の認定・更新が決まった。
□主機能（3rdG/Ver.1.0以降：順不同）
◎一般病院1
北海道　東苗穂病院　更新
福岡県　佐田病院　更新
福岡県　長田病院　更新
佐賀県　副島整形外科病院　更新
◎一般病院2
茨城県　協和中央病院　更新
神奈川県 新百合ヶ丘総合病院　新規
愛知県　東名古屋病院　新規
大阪府　大阪暁明館病院　新規
兵庫県　済生会兵庫県病院　更新
◎慢性期病院
埼玉県　上尾甦生病院　更新
新潟県　豊浦病院　更新
熊本県　天草慈恵病院　更新
熊本県　桜十字病院　新規
◎精神科病院
宮崎県　県南病院　更新
6月5日現在の認定病院は合計2,266病

院。そのうち本会会員は1,013病院と、会
員病院の41.4%、全認定病院の44.7%を
占めている。

世界遺産「熊野」の伝承世界を絵解きで解説
2015年度夏期研修会 「医師数の割合は10年後にG7に、その後、OECDに追いつく」

全日本病院協会の2015年度夏期研修
会は、和歌山県支部（成川守彦支部長）
の担当で、7月12日、和歌山県白浜町
のラフォーレ南紀白浜に116人の参加
を得て開催された。
研修会の開始前に「みなべ炭琴クラ

ブ」による演奏が行なわれ（写真）、会
場は紀州備長炭で作った楽器が奏でる
温もりに満ちた調べに包まれた。
和歌山県の幸前保健福祉部長が、来

賓として前夜の懇親会に列席した仁坂
和歌山県知事の挨拶を代読した。
15年度の夏期研修会は、（1）世界遺

産「熊野」講座、（2）地域包括ケアシス
テム時代のチーム医療における看護の
役割、（3）公立医科大学における医学
教育・医師養成・地域医療支援について
の3題から構成された。
「世界遺産『熊野』講座」は、「熊野三
山参詣曼荼羅絵解き」と銘打った副題
のとおり、全国に3,000余ある熊野神社
の総本社として鎮座する熊野本宮大社
（本宮）、熊野速玉大社（新宮）、熊野大

社（那智）への参詣が織りなす信仰を今
に残された古画を使って解説、熊野三
山が生み出した伝承・説話に関する講
義となった。
講師の山本殖生氏（国際熊野学会事

務局長）は熊野の世界遺産登録に尽力
した人物として知られ、この日も自ら
扮した「熊野比丘尼」のいでたちで曼荼
羅絵解きを各地で実演、熊野世界の伝
承人となっている。
続いて登壇した日本看護協会の大久

保清子副会長は2025年問題を看護の視
点から整理して示し、「治すから支え
る・癒す」時代における看護師の役割
を再構築する必要を提起。
地域包括ケアを構築していく中で、

看護師が要となる院内チーム医療が地
域に出ていく必要を説くとともに、地
域における異なる機能の施設間の看看
連携や医師・ケアマネほかとの連携な
ど、「時々入院、ほぼ在宅」を支える「地
域における多職種連携」に看護師が重
要な役割を果たすべきであると論じた。

その一方で、看護師と他職種の役割
分担の推進と看護の専門性を高めてい
くことも重要な課題であると指摘した。
最後に、和歌山県立医科大学の岡村

吉隆理事長・学長は、創立時の40名が
70周年を迎える今や100名になってい
る和歌山医大における定員増の推移を
説明。
医学部生は全国的に着実に増加をた

どっており、「医師数の割合は10年後に

はG7レベルに、さらにその後、OECD
に追いつく」と展望する一方で、学力の
低下、留年や退学の増加など、質の面
で問題が生じているとの懸念を示した。
そして、和歌山医大を例に、定員増

加を主に支えてきた地域枠の実態と医
学部教育の現状を紹介。地域に従事す
る医師の養成に努めていると、医学教
育の現状を明らかにした。

この度、副会
長を拝命致しま
した。
今後、ポスト

2025年に向けて
の病院病床の機

能分化、さらには地域包括ケアを支え
る医療と介護の連携も急速に進むもの
と思われます。
このような時代の変化に適切に対応

して行くには、それぞれの病院単独で
は非常に困難です。
全日本病院協会は日本の医療を守る

同志の集まりですので、お互いの情報
を共有し、協力し合い、この時代を乗
り切って行くことが大切だと考えます。
これからの2年間、会員の皆様のご

指導を仰ぎながら、責務を果たせるよ
うに全力を尽くす所存ですので、どう
ぞよろしくお願い申し上げます。

副会長に就任して約1ヶ月、その重
責をひしひしと感じている今日この頃
です。副会長への就任は想定外のこと
であり、世事に疎い小生にはピンと来
なかったというのが、正直なところで
した。
その後、四病協や日医の会議にも出

席させていただきましたが、病院運営
にかかわる極めて重要かつ多岐にわた
る課題が議論されており、西澤会長は

じめ副会長の先
生方が、個々の
課題に対する深
い理解に基づい
て発言されてい
ることを目の当
りにし、副会長として果たすべき役割
を認識した次第です。
会員の先生方にはよろしくご指導を

お願い申し上げます。

副会長　織田正道 副会長　美原　盤副会長就任のご挨拶
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ITの取り組みと「病院食」の考察―それぞれ1日帯でシンポ等を集中展開
独創性あふれるプログラム、北海道を味わう懇親会、制服ファッションショーも

徳田 第57回全日本病院学会を北海道
支部の担当で9月12日、13日に開催しま
す。北海道での開催は、前回が2004年
ですから、11年ぶりということになり
ます。
医療の世界では大きな制度改革が始

まりつつあります。この改革に際して、
我々提供者側も自ら変っていかなけれ
ばならないのではないかという思いが
ありました。そこで準備委員会で議論
し、「イノベーション」をメインのテーマ
とし、医療関係者の気概を込めて「医
の原点を見つめつつ」をサブテーマに
掲げました。
全日病学会のプログラムは、担当支

部が企画するいわゆる学会企画と各委
員会が受け持つ委員会企画、そして会
員病院による演題発表からなります。
これまでの学会企画を振り返ると医

政に関係したテーマが主でした。しか
し、1日目に、日医会長と厚労省幹部に
続いて全国に多くの顧客をもつ公認会
計士の方に制度改革の意味するところ
をお話いただくことや、委員会企画に医
政関係のテーマが多いことから、そち
らで議論していただくことにしました。
そこで、学会企画に関しては、参加

者の多くがパラメディカルであること
から、その視点からのテーマを考えて
北海道学会独自の取り組みにしようと
いうことになり、1つは、最新テクノ
ロジーを医療現場にどう反映させてい
くべきかという内容で、もう1つは、
入院患者の評価が低い病院給食を多角
的に見直そうという内容で、プログラ
ムを考えました。
例えば、1日目（9月12日）に、「最新

テクノロジーの医療分野への応用」と題

した、特別講演、シンポジウム、指定
演題（8題）を連続して催し、間に、最
新医療ICTをテーマにしたランチョン
セミナーまで用意しました。まさに、
朝から晩まで同じテーマにつかってい
ただこうというわけです。
そうした意味からは、参加者の方々

にはこれまでの全日病学会とは違うと
映るのではないしょうか。評価いただ
けるのか、趣味が悪いということにな
るのか…。（笑）でも、おかげさまで、
演題数が地方開催としては最大の691
題に達しました。大いなる盛り上がり
を期待しています。
大橋 実行委員会としては“おもてな
し”をキーワードに運営を考えていま
す。（笑）主催側としては地元をアピー
ルしたいところでしょう。その点、北
海道はよく知られているところですか
ら、それよりは、来場者一人一人に「来
てよかったな」と思ってもらえるには
どうしたらよいかという点に重きを置
いた演出をしたいと思っています。
そこで、1日目の市民公開講座に、

『北の国から』の脚本で知られる倉本聰
さんをお招きしました。北海道の代表
的作家であり、「富良野GROUP」とい
う劇団も主宰している倉本聰さんの話
を聞いて、ぜひ“倉本イズム”に触れ
ていただきたいものです。
おもてなしとして考えた企画は2日

目（9月12日）にもあります。11時半か
ら第2会場で行なう医療関係者のファ
ッションショーです。（笑）
パリコレと同じようなランウェイを

つくって、様々なモデルに制服を発表
してもらいます。今後どういう制服を
取り入れるか、ひとつ参考にしていた

だければと思っています。
徳田 これまでやられてなかった指定
演題ですが、今回、認定看護師の取り
組みというテーマで募集したところ、
我々の予想を超える演題数となったた
め、10題を4つのセッションに分けて
催すことができました。2日目の午後
に行なわれます。
691題を数える一般演題も、なんと

か部屋が確保できたので、ポスターセ
ッションは止め、すべて講演というか
たちでやっていただきます。
大橋 1日目の夜の懇親会は、それこ
そ、「ああ、これが北海道の料理、北
海道のワイン、北海道のお酒なんだ」
と、北海道の食を十分堪能していただ
けるようにしたいと考えています。

食ということでは、病院給食を中心
にした企画として、2日目に、特別講
演を2つ、パネルディスカッションを2つ、
さらに、指定演題として10題を組んで
いますが、ここでも、実際に体験して
いただけるよう、ランチョンセミナー
も含め1日通したものを色々と考えて
います。
そういう意味で、いかにしたら、わ

ざわざ北海道に来てよかったなと思っ
て帰っていただけるかと、日夜頭をひ
ねっています。（笑）

地域医療構想、医療事故調査、特定行為研修、
地域包括ケア病棟等と、喫緊のテーマが目白押し

徳田 委員会企画では、やはり、地域
医療構想に関するシンポジウムが目玉
ではないでしょうか。それと地域包括ケ
ア病棟を取り上げたプログラムも見逃
せません。いずれも1日目にあります。
大橋 10月に施行される特定行為研修
制度と医療事故調査制度に関するシン
ポも来場者にとって関心大といえるの
ではないでしょうか。毎年、現実的な
テーマを語る若手経営者育成事業委員
会の経営戦略議論も激しいものになる
ことでしょう。
徳田 病院のあり方委員会の企画にも
注目してください。地域医療構想に関
連する医療提供、ICTの現場応用、産
業としての医療の3つに絞りましたが、
2025年の医療提供の姿をめぐる議論と
提言がなされます。今年中に発刊を予

定している「病院のあり方報告書2015
年版」を手がけてきた者として傾聴に
値すると断言できます。（笑）
大橋 プライマリ・ケアにおける多職
種の活躍もあれば病院女性事務職のキ
ャリアアップをとりあげるセッション
もあり、まさに、聞きたいテーマが目
白押しです。（笑）
徳田 全日病の委員会活動はますます
活発になっていますから、委員会企画
はどれも聞きごたえのあるプログラム
といえます。広報や危機管理に関して
も最新の取り組みが議論されます。全
国の会員病院から複数の職員で参加い
ただき、手分けして豊富な情報を収拾
してお帰りいただきたいものです。9
月12日、13日はぜひ札幌まで足を運ん
で下さい。

対 談 独創性とおもてなしの北海道学会 9月12日・13日
徳田禎久学会長（北海道支部長＝写真左）vs 大橋正實学会実行委員長（写真右）

「第57回全日本病院学会 in 北海道」を語る

「第57回全日本病院学会 in 北海道」主なプログラム

□1日目（9月12日）
●「日本医師会の医療政策」（横倉義武日本医師会長）
●「2025年に向けた医療提供体制改革の課題」（仮題）（二川一男厚労省医政局長）
●「診療報酬のリバウンドと医療政策のパラダイムシフト－財政の視点からふたつの変

化を考える」
●「最新テクノロジーの医療分野への応用」（特別講演Ⅳ、シンポジウム、指定演題）
●「医療法人制度改革と2025年に向けた医療法人の経営戦略－地域医療連携推進
法人等をトピックスとして」

● 市民公開講座「ヒトに問う～自然・人間・命」作家　倉本聰
●「地域医療構想の現状」（医療制度・税制委員会）
●「病院における事務職―経営陣に加わる要件とワークライフバランスへの対応」
（医療従事者委員会）

●「マスギャザリングイベントにおける救急災害」（救急・防災委員会）
●日本医師会認定産業医教育講演「人間ドックを中心としたこれからの健康管理」
（人間ドック委員会）

●「地域包括ケア病棟について」（医療保険・診療報酬委員会）

●「『期中の確認』の実際－体験病院及びサーベイヤーから
のレポートを中心に」（病院機能評価委員会）

□2日目（9月13日）
●「食の未来を考える」（特別講演ⅤⅤⅠ、パネルディスカ
ッション＝2題、指定演題）
●「特定行為に係る看護師研修制度施行前夜－特定行為研
修を修了した看護師を活かす」（看護師特定行為研修検討プロ
ジェクト委員会）

●「病院のあり方に関する報告書2015版 概要」（病院の
あり方委員会）

●「院内事故調査報告制度について」（医療の質向上委員会）
●「病院の広報戦略－先進的な広報活動を知る」（広報委員会）
●「病院におけるプライマリ・ケア強化のための他職種連携のあり方」（プライマリ・ケ
ア検討委員会）

●「サービス付き高齢者向け住宅の介護・医療ニーズへの対応状況」（介護保険制度委員会）
●「地域特性や病床特性に応じた病院経営―地域や病院特性から病院の戦略を考え
る」（若手経営者育成事業委員会）

全日病医療事故調査制度で研修会。追加開催も決まる
西澤会長「8月に全日病の医療事故調査の指針を完成、会員に送付する」

全日本病院協会は7月25日に「医療事故調査制度への医療機関の対応の現状と課題」
と題した研修会を本部会議室で開催、定員いっぱいの200名が受講した。
厚生労働省医政局総務課の大坪寛子医療安全推進室長が医療事故調査制度の省令・通

知について解説。西澤会長が医療事故調査制度を支える医療安全および患者との信頼関
係構築に向けた考え方を述べた。
その中で、西澤会長は、「全日病として医療事故調査の指針を作成しており、8月にも

会員に送付、HPで公表する予定である」ことを明らかにした。

同研修会は、10月1日に施行を迎え
る医療事故調査制度の省令と通知が5
月8日に公布・発出されたことを受け、
同制度に対する会員病院の理解を促す

目的で企画された。受講希望が多いた
めに9月18日と10月20日の追加開催が
決まっている。
大坪室長は医療事故調査制度の法令

構成を詳しく説明。「院内
調査では支援団体に支援を
求めることが法上の義務とされてい
る」など、留意すべき点を具体的に示
した。
医療事故に関して、全日病は、演習

を含めて院内事故調査の適切な実施方
法を学ぶ「院内医療事故調査の指針
事故発生時の適切な対応研修会」を開
催しており、第3回目が8月15・16日に
本部会議室で開かれる。
「事故発生時の適切な対応研修会」

は、厚労科研「医療事故発生後の院内
調査の在り方と方法に関する研究」（研
究代表者・飯田修平）の成果を出版し
た『院内医療事故調査の指針』を教材
にしている。
7月25日の研修会でも講師を務めた

飯田常任理事は、その第2版が近日完
成することを明らかにした上で、医療
事故調査制度の施行に向け、多くの病
院が参考として活用するよう訴えた。

会場 札幌市（ロイトン札幌、ホテルさっぽろ芸文館）


